
 

 

入 札 公 告 

 

 

   次のとおり一般競争入札に付します。 

   令和５年９月２０日 

                        独立行政法人労働者健康安全機構 

                        熊 本 労 災 病 院 

                        契約担当役 院長 猪股 裕紀洋 

  

１ 競争入札に付する事項 

（１）調達物品名及び納入数量 

件  名 竹原宿舎 A 棟、B 棟解体及び駐車場改修工事 一式 

（２）規 格 等 契約担当役が別途指定する仕様書による。 

（３）工  期 令和６年１月３１日 

（４）納 入 先 契約担当役の指定する場所 

（５）入札方法 

入札金額は、上記（１）の調達物品のほか、当該業務を履行するために要する一切

の諸経費を含めた総額とする。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１０パーセントに相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

２ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。ただし、未成年

者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者に

ついては、この限りではない。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から令和５・６年度有資格者名簿[建設工事]のうち九州ブロックにお

ける解体及び舗装工事に係る一般競争参加資格の認定を受けていること（会社更生

法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てが

なされている者については、手続開始の決定後、九州ブロックの一般競争参加資格

の再認定を受けていること）。詳細については、独立行政法人労働者健康安全機構

のホームページによる。 

（４）厚生労働省から令和５・６年度有資格者名簿[建設工事]のうち九州ブロックにお

ける解体及び舗装工事において各総合評点が８５０点以上であること（上記（３）

の再認定を受けた者にあっては、当該再認定の際の各総合評点が８５０点以上であ

ること）。 

(５) 会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法に



 

 

基づき再生手続き開始の申立てがなされている者（上記(３)の再認定を受けた者を

除く｡）ではないこと。 

（６）施工場所の所在する熊本県又は隣接する県内（福岡県、大分県、宮崎県、鹿児島

県）のいずれかに建設業法に基づく本店、支店又は営業所を有すること。 

（７）解体工事事業並びに舗装工事業（建設業法第３条第２項に定められた 29 業種の

中から選択）の登録があり、当該工事に係る特定建設業又は一般建設業の許可を受

けているもの。 

 

３ 説明会の開催並びに入札書及び証明書等の提出場所等 
（１） 説明会の開催について 

本件調達にあたり、仕様書における発注者と受注者間の解釈の齟齬を防ぐこと

を目的として、説明会を実施する。なお、入札参加者は本説明会への参加を原

則必須とするが、やむを得ない事情等により参加できなかった場合は説明会以

降で適宜対応する。 
説明会の日時  日時  令和５年１０月４日（水）１３：３０ 
及び場所    場所  熊本労災病院 １階会議室 

（２） 入札書等の提出場所、契約事項を示す場所、入札心得書等の交付場所、及び本件

に関する問い合わせ先 

〒８６６－８５３３  熊本県八代市竹原町１６７０ 

独立行政法人労働者健康安全機構 熊本労災病院 １階会計課 

担当 会計課 契約係 電 話 ０９６５－３３－４１５１ 

（３） 入札心得書等の交付方法  本公告の日から上記３（１）の交付場所にて交付す

る。 

（４） 入札心得書に示す証明書等の受領期限 令和５年１０月１９日 １７時００分 

（５） 入札書の受領期限          令和５年１０月１９日 １７時００分 

（６） 開札の日時及び場所         令和５年１０月２０日 １５時００分 

熊本労災病院 １階会議室 

４．その他 

（１）契約手続きで使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 免除。 

（３）入札の無効 本公告及び入札心得書に示した入札参加に必要な資格のない者のし

た入札及び入札の条件に違反した入札。 

（４）契約書作成の要否 要。 

（５）落札者の決定方法 本公告に示した業務を履行できると契約担当役が判断した入

札者であって、独立行政法人労働者健康安全機構会計細則第４２条の規定に基づき

作成された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行った入札

者を落札者とする。 

（６）詳細は入札心得書による。 


